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令和４年４月１日規程第３５９号 

 
国立研究開発法人国立循環器病研究センター共同研究部設置規程 

 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人国立循環器病研究センター組織規程（平成２２

年４月１日規程第１号）第１７条の２、第１１２条の３又は第１４４条の２の規定に

基づき設置する、国立研究開発法人国立循環器病研究センター（以下「センター」と

いう。）共同研究部に関し、その設置及び運営に関し必要な事項を定める。 

 
（目的） 

第２条 共同研究部は、センターが高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法

人に関する法律（平成２０年法律第９３号）第１４条第１号に規定する業務を実施す

るに当たり、センターとの共同研究を希望する者（以下「共同研究機関」という。）

と連携することにより、循環器疾患の究明と制圧のため研究の進展及び充実並びに医

療の向上を図ることを目的として設置する。 

 

（設置及び運営の原則） 

第３条 共同研究部の設置及び運営は、次によるものとする。 

（１）共通の課題についてセンターと共同して研究を実施しようとする共同研究機関か

ら受け入れる経費等を活用して設置及び運営するものであること。 

（２）研究の進展及び充実のため、センターの主体性が確保されるよう十分な配慮のも

とに設置及び運営するものであること。 

 

（名称） 

第４条 共同研究部には、当該研究の内容を示す名称を付する。 

２ 共同研究部の名称について、共同研究機関からの申出があったときは、共同研究機関

の名称が明らかとなるような字句を名称に付することができる。 

 

（設置の申込み） 

第５条 共同研究部門長は、共同研究機関から共同研究の申込みがあり、共同研究部を

設置する必要があると認めるときは、理事長に対して、必要な書類を添えて、設置の

申請を行うものとする。 

２ 前項の申請に必要な書類は、別に定める。 

 

（設置の決定等） 

第６条 理事長は、前条の申込みがあったときは、共同研究審査委員会及び理事会の議

を経て、当該共同研究部の設置の可否についての決定を行うものとする。 

２ 理事長は、共同研究部の設置を決定したときは、当該共同研究部の概要を公表する

ものとする。 
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（契約の締結） 

第７条 理事長は、共同研究部の設置を決定したときは、別に定める契約書により共同

研究機関を相手方として共同研究部の設置に関する契約を締結するものとする。 

 

（設置期間） 

第８条 共同研究部の設置期間は、３年以上５年以下とする。 

２ 共同研究部門長は、前項の設置期間が終了する前に共同研究機関からの申出があり、

研究成果の創出のために必要な場合には、共同研究部の設置期間の延長を申請するこ

とができる。ただし、設置した時期から１０年を超えて延長することはできない。 

３ 理事長は、前項の申込みがあったときには、それまでの期間における研究内容の評

価を行うこととし、共同研究審査委員会及び理事会の議を経て、当該共同研究部の延

長の可否についての決定を行うものとする。 

４ 第５条から前条までの規定は、延長の場合に準用する。 

 

（共同研究部の構成） 

第９条 共同研究部には、部長、室長又は医長に相当する者１人を含む２人以上の職員

を置くものとする。 

２ 共同研究部に所属する職員の名称は、共同研究部職員とする。 

３ 理事長は、共同研究部職員の受け入れについて共同研究機関からの申出があったと

きは、外来研究員規程（令和元年６月２５日規程第２７３号）に基づき、受け入れる

ことができるものとする。 

 

（共同研究部職員の職務） 

第１０条 共同研究部職員は、その所属する共同研究部において実施することとされて

いる研究に従事するものとする。 

２ 前項に規定する場合のほか、共同研究部職員は、研究の遂行に支障のない範囲内で、

当センターでの診療、教育及び前項に掲げる研究以外の研究に従事することができる。 

 

（従事制限等） 

第１１条 共同研究部職員は、利益相反の防止の観点から、センターが行う購買等に関

する意思決定に関与（購買等の意思決定に関連する会議体の構成員になることを含

む。）してはならない。 

 

（共同研究部に要する経費及び設備等の取扱い） 

第１２条 共同研究部の設置及び運営に要する経費及び設備等の取扱いについては、国

立研究開発法人国立循環器病研究センター民間等共同研究取扱規程（平成２２年４月

１日規程第４５号）の規定による。 

２ 共同研究機関は、共同研究部の設置及び運営に当たって、より効果的かつ効率的に

研究を行うために必要な場合には、そのために要する経費を負担するものとする。 
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（共同研究費等の受入れ） 

第１３条 共同研究部の設置及び運営に要する費用等に充てる共同研究費は、当該共同

研究部の設置期間（第８条に規定する設置期間の延長が行われる場合には、当該延長

される期間とする。）に係る総額を一括して受け入れることを原則とする。ただし、

継続して受け入れることが確実であるときは、年度毎に分割して受け入れることがで

きる。 

 

（特許等の取扱い） 

第１４条 共同研究部における発明に係る特許権等の取扱いについては、国立研究開発

法人国立循環器病研究センター民間等共同研究取扱規程（平成２２年４月１日規程第

４５号）の定めるところによる。 

 

（研究内容等の変更） 

第１５条 共同研究機関は、設置期間内に研究内容等の変更を行う場合（軽微な変更の

場合を除く。）には、理事長に対して、必要な書類を添えて文書により申し込むもの

とする。 

２ 第５条から第７条までの規定は、前項の変更の場合に準用する。 

 

（進捗状況の報告） 

第１６条 共同研究部職員は、共同研究部の設置期間中、毎年度の進捗状況等（最終年

度は研究成果の概要等）を、当該年度終了後３月以内に、理事長及び共同研究機関に

報告するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する 


